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１ 目 的

新型コロナウイルス感染症はまだ治療に有効な薬や予防に有効なワクチンがない病気です。一方でこの感染症は高齢者や基礎疾患のある人が重症化しやすいことが分かっています。また、感染経路は飛沫感染・接触感染であることも分かっています。

高齢者入所施設では、基本的な感染予防対策を徹底しつつ、外部からのウイルスの侵入を防ぐよう感染経路を遮断することがとりわけ重要です。また、職員及び利用者に感染が発生した時に早期に適切な対応をとることで、施設内に感染を拡大させないことも重要です。

新型コロナウイルス感染症から高齢者を守り、施設機能を維持・継続させるため、感染防止策と感染拡大防止策を定めることを目的に本マニュアルを策定します。
２ 基本方針

□感染防止の徹底

飛沫感染・接触感染を防ぐため、手洗い・マスク着用・消毒・換気といった感染予防対策を徹底します。また、外部からのウイルスの侵入を防ぐため、職員や利用者の健康管理・観察をし、感染経路の遮断を徹底します。

□感染拡大の防止

職員や利用者に発熱・咳等の症状が出たときに施設内での感染拡大を防ぐため、あらかじめ対応フローやゾーニング計画図を作成し発生時の対応に備えます。
３ 基本方針に基づく具体的対策

□感染防止の徹底

飛沫感染・接触感染を防ぎ、外部からのウイルスの侵入を防ぐため、下記の取り組みを行い感染の防止を徹底します。

（１）感染予防対策の徹底
①手洗い・手指消毒の励行、マスク着用の徹底をします。
②定期的に消毒、換気を行います。

（２）感染経路の遮断
　　　　①職員の検温、健康チェックを行います。

　　　　②利用者の検温・健康チェックを行い、検温状況について全利用者のグラフ化を行い、早期に異変に気づけるようにします。

③出入り業者の立ち入り制限、入り口での対応の徹底を行います。

④施設内に入る必要のある部外者への検温の実施、手指消毒・マスク着用の徹底を行います。

⑤出入りした者の氏名・来訪日時・連絡先の記録を取ります。

⑥出来る限りユニット・フロア毎に職員配置を固定します。

⑦面会、実習生・ボランティアの受け入れ禁止、制限を行います。

⑧イベント、プログラムの中止、制限を行います。

⑨不要不急の会議等への出席を見合わせます。

　　　　⑩職員へ不要不急の人込みへの外出の自粛を促します。

　　
※⑦～⑩の制限強化・緩和については、県のコロナとのつきあい方滋賀プランの３段階のステージ（「特別警戒ステージ」「警戒ステージ」「注意ステージ」）等を指標とし、施設長が適宜判断します。

　　※様式１「職員個人用　新型コロナ対策・健康チェックシート」の作成、活用

　　※様式２「施設内消毒箇所・換気チェックシート」の作成、活用

　　※様式３「利用者発熱等状況シート」の作成、活用

□感染拡大の防止

職員や利用者に発熱・咳症状等の疑い事案や感染者が発生した時には、下記に従い感染を拡げないための対策を行います。

（１）職員への対応
① 職員に発熱・咳等の症状が出たとき。

　　　・当該職員は施設長（責任者）に症状の連絡を入れます。

・出勤停止し、自宅にて療養、経過観察を行います。

②下記、ア～ウに当てはまる時は、帰国者・接触者相談センターに電話相談します。

ア　息苦しさ（呼吸困難）、強いだるさ（倦怠感）、高熱等の強い症状のいずれかがある場合

イ　重症化しやすい方＊で、発熱や咳などの比較的軽い症状がある場合

（＊高齢者、糖尿病、心不全、呼吸器疾患（ＣＯＰＤ等）等の基礎疾患がある方や透析を受けている方、免疫抑制剤や抗がん剤等を用いている方。）

ウ　ア・イ以外の方で発熱や咳など比較的軽い風邪の症状が４日以上続く場合

　　　③相談結果に基づき受診します。

④医師の診察の結果、PCR検査＊が行われた場合は、結果が出るまで自宅待機（又は症状によっては入院）とします。

　　　　（＊LAMP法検査等PCR法以外の検査の場合も含みます。以下同じ。）

・当該職員は施設長（責任者）への状況報告を行います。

　　　　・施設長（責任者）は状況把握及び法人内での情報共有をし、施設運営継続のため法人内応援職員の確保の必要性等の検討を開始します。

　　　⑤PCR検査が実施された時点で、介護保険課に連絡を入れます。

⑥PCR検査の結果、当該職員が陽性（感染者）となったとき。

・当該職員は症状によって入院又は療養施設へ入所となります。

・保健所の指示に基づき、施設の消毒を行います。

・保健所からの疫学調査が行われ、濃厚接触者の指定がされます。→⑧へ

⑦PCR検査の結果、当該職員が陰性となったとき。
　　    ・医師の指示に従い、自宅にて療養・経過観察を継続します。

⑧職員が濃厚接触者に指定されたとき。

・PCR検査の結果が出るまで（１～２日間）自宅にて健康観察を行います。

・濃厚接触者の情報を介護保険課に連絡します。

＊なお、職員が施設外の生活で保健所から濃厚接触者に指定された場合は、当該職員から施設長（責任者）に速やかに連絡をし、PCR検査の結果が出るまで（１～２日間）自宅にて健康観察を行います。その場合も施設は濃厚接触者の情報を介護保険課に連絡します。

⑨濃厚接触者としてのPCR検査の結果、当該職員が陰性となったとき。

・当該職員は保健所からの要請により、最終濃厚接触日から２週間自宅にて健康観察となります。
⑩濃厚接触者としてのPCR検査の結果、当該職員が陽性（感染者）となったとき。
・当該職員は症状によって入院又は療養施設へ入所となります。

（２）利用者への対応
①利用者に発熱・咳等の症状が出たとき。

　  　②嘱託医に相談し判断を仰ぎます。

　　　　（医療機関・医師名：●●医院・●●Ｄｒ、電話●●－●●―●●）

③嘱託医との相談結果を踏まえ、帰国者・接触者相談センターに電話相談します。

④センターとの相談結果に基づき受診します。

⑤医師の診察の結果、PCR検査＊が行われた場合。

　　　（＊LAMP法検査等PCR法以外の検査の場合も含みます。以下同じ。）

・PCR検査が行われた場合は、結果が出るまで（１～２日間）施設にて療養（病状によっては即日入院）となります。

　　・当該利用者を感染疑い者として居室が多床室の場合は個室対応への切り替え、個室の場合でも居室配置の見直し、ゾーニング、対応職員のマスク・手袋・ガウン・フェイスシールド・ゴーグル・ヘアキャップ等の感染防護対策を実施し介護・経過観察を行います。

　　　　・施設長（責任者）・施設内共有・家族への連絡を行います。

　　　　・施設長（責任者）は状況把握及び法人内での情報共有をし、施設運営継続のため法人内応援職員の確保の必要性等の検討を開始します。

　　　⑥PCR検査が実施された時点で、介護保険課に連絡を入れます。

⑦PCR検査の結果、当該利用者が陽性（感染者）となったとき。

　　　　・当該利用者は入院となります。

・保健所の指示に基づき、施設の消毒を行います。

・保健所からの疫学調査が行われ、濃厚接触者の指定がされます。→⑨へ

⑧PCR検査の結果、当該利用者が陰性となったとき
　　 ・症状消失まで個室対応・ゾーニングや対応職員の感染防護対策を実施し介護・経過観察を継続します。
⑨利用者が濃厚接触者に指定されたとき。
・濃厚接触者の情報を介護保険課に連絡します。

・PCR検査の結果が出るまで（１～２日間）施設にて健康観察を行います。

・当該利用者を感染疑い者として個室対応・ゾーニングや対応職員の感染防護対策を実施し介護・健康観察を行います。
⑩濃厚接触者としてのPCR検査の結果、当該利用者が陽性（感染者）となったとき。
　　　・当該利用者は入院となります。

⑪濃厚接触者のうち、PCR検査の結果、当該利用者が陰性となったとき。
・当該利用者は保健所の要請により、施設での２週間の健康観察となります。

・当該利用者の個室対応・ゾーニングや対応職員の感染防護対策を実施し介護・健康観察を行います。
※様式４「発生時対応フロー」の作成、活用

※様式５「ゾーニング計画図」の作成、活用

※「行動宣言」・「発生時対応フロー」・「ゾーニング計画図」の施設内掲出

おわりに

新型コロナウイルス感染症の治療に有効な薬と予防に有効なワクチンができ、薬が医療機関に、ワクチンが広く国民に行き渡るまでの間、本マニュアルに基づく対策は続きます。

本マニュアル及び様式が、毎日のケアにあたるスタッフの実践に役立つことが何より重要です。感染予防対策委員会等での検討はもとより、全職員を対象としたマニュアル・様式の周知・研修や、施設内ゾーニングシミュレーション・防護具着脱等の実地訓練を行います。

また、利用者に発熱・咳等の症状が出たときの健康観察やゾーニングに伴う処遇手順の変更、関係機関への連絡報告等に伴う業務量増加に見合う必要人員数を推定し、法人内での応援職員の確保について必要数と確保策を事前に検討するなどし、スタッフ一丸となり新型コロナウイルスから高齢者を守る取り組みを継続していきます。

【様式５】

ゾーニング計画図

参考フォーマット
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